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（Gerätesicherheitsgesetz vom 24. Juni 1968⑷ = GSG）であり，後に機器製
造物安全法（Geräte- und Produktsicherheitsgesetz vom 6. Januar 2004 = 
GPSG）⑸となり，さらに，機器製造物安全法は廃止され，製造物安全法（Gesetz 
über die Bereitstellung von Produkten auf dem Markt vom 8. November 
2011 ＝ Produktsicherheitsgesetz ＝ ProdSG）⑹がそれに取って代わってい















































































































































































ゆえ，民法 823 条 2 項70の保護法律に当らないとする見解71があるが，これ
には異論72も見られる。同法の保護法律に当るか否かが争われた裁判は次に
紹介する。




























































































被告の不法行為責任は，医療製造物法との関係における民法 823 条 2 項からの保護法
律を侵害したことで生じることがある。これは，医療製造物法が保護法律として見なし得
ることを前提とする（S.1053）。











Toulon 商事裁判所が，次のように TÜV の責任を肯定し79，2 つの TÜV 企
業に損害賠償債務を連帯して負わせた（一方の TÜV 企業は，証明を行う指
名機関（TÜV ラインラント）であり，他方は，同 TÜV のフランス会社で
ある）。
TÜV ラインラントは指名機関としてその事務の執行において，統制・注意・
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